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研究成果の概要：本研究は、「政治現象を対象として、経済学の手法を用いて分析する」学問領

域として近年、海外で広範に普及してきた「公共選択論」を適用して農政を分析したものであ

る。分析の結果、食品安全政策では、政治家が私的利益基づき行動すると、消費者の食品リス

クに関する不安を鎮静化できず、むしろ増幅する可能性が高いことが明らかとなった。米生産

調整では、欧米農政が消費者負担型農政から財政負担型農政へと進んでいるにもかかわらず、

日本の米農政では、生産調整依存が高まり、逆方向に進んでいることが明らかとなった。 
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１．研究開始当初の背景 
 
 近年農政は、我が国全体の政治過程の変化

を受けて、旧来の官僚主導型農政から政治主

導型農政へシフトしつつある、と言われてい

る。公共選択論では、政治過程に登場する「役

者」として、政治家、官僚、利益集団等を想

定し、その行動を経済学的手法により分析す

ることで、政治的な現象を解明する。このア

プローチは、近年の日本農政の動向を鑑みる

と、極めて有効な分析手法となり得る。 

 農政への公共選択論的接近は、日本の農政
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に関しては従来ほとんど試みられていなか

った。しかし、諸外国では、例えばアメリカ

農業経済学会では、Policy Analysis と

Political Economy が別の独立したセッショ

ンとして扱われ、政策を与件、外生的なもの

としてその経済的インパクトを評価する通

常の政策分析とは別に、政策の決定過程を、

政治家、官僚、利益集団等の政治アクターの

行動の結果として内生的に説明しようとす

る Political Economy の試みは、その位置づ

けが大きい。 

 日本でも、Political Economy の典型であ

る公共選択論は、学会設立から十五年が経過

し、公共事業を初めとして「政府の失敗」に

関する分析が進められてきた。しかし、農政

に関しては、時事的な評論でいわゆる「政・

官・業」の鉄の三角形が批判の対象とされる

程度で、学術的な研究に値する本格的な研究

は、ほとんど試みられて来なかった。 

 こうした中で、本研究は、同じ農政分野の

適用事例がある諸外国から、その分析手法を

導入し、一方、国内で日本の政治過程に関し

て分析が進む公共選択学会から、その知見を

生かしつつ対象分野を農政へと拡張してい

くことを企図したものであった。 

 
２．研究の目的 
 
 本研究は、近年農政が旧来の官僚主導型農

政から政治主導型農政へシフトしていく変

容過程にあることに着目しつつ、政治過程を

ミクロ経済学の手法によって分析する方法

である「公共選択論」を用いて、日本農政の

政治過程を分析することを目的とした。 

 通常、公共選択論が分析する対象は、有権

者の投票行動等まで含む広範なものである

が、本研究では、その中でも特に、農業団体

等の利益集団、政治家、及び官僚等の政治ア

クターが取る行動に焦点を当てた。 

 

３．研究の方法 
 
 研究方法は、公共選択論の手法を駆使した。

即ち、それは、ミクロ経済学の最適化行動の

理論フレームに準拠しつつ、各政治アクター

の最適化行動、即ち、誘導利益の最大化、当

選確率最大化、昇進確率最大化等の合理的行

動を前提としたモデルを構築して、計量的分

析に力点を置いて、農政の政治過程を解明す

ることとした。 

 分析期間は、旧来の官僚主導型農政と最近

の農政を比較する観点から行うため、長期的

変化を辿ることとし、昭和 30 年代からの 50

年間程度をとった。研究で取り上げる領域は、

米生産調整政策、食品安全政策、経営・構造

政策である。 

 本研究の方法論上の独創性として、次の三

点を意識しつつ進めた。 

(1) 通常、農業経済学では、政策は与件とし

て、外生的に扱う。しかし、本研究では、公

共選択論の方法に則り、これを内生的に、政

治家、官僚、利益集団等の相互作用により決

まるものとして扱った。 

(2) 農業経済学の中でも所謂「農政論」では、

その政策過程に入り込んだ分析も無い訳で

はない。しかし、それは叙述的なものが中心

である。本研究は、公共選択論の方法に則り、

政治アクターの最適行動原理に基づき、計量

的に分析した。 

(3) 近年の我が国の政策決定における一つ

の潮流である「官僚主導型」から「政治主導

型」への流れを意識して、政治主導型農政に

おける制度設計への素材提供を念頭におい

て研究を進めた。 

 

４．研究成果 

 
 本研究の対象領域は、次のように大別でき

る。 
(1) 分析手法の開発・改良(共通基礎課題) 
(2) 分野別応用研究 
 ① 米生産調整政策(応用その１、発展・拡

張応用課題) 
  ②. 食品安全政策(応用その２、展開応用課

題) 
(3) 官僚主導型農政から政治主導型農政への

制度設計 
 
 対象領域別に三年間の研究成果を概説す

ると次の通りである。 
(1) 分析手法としては、大きな成果は二つあ

る。第一に、政治学のうち政治過程論におけ



 

 

る重要法則である「中位投票者定理」の農政

分野への導入である。この定理は、原理とし

ては存在するものの、実際の投票者の政策選

択では、単一要素が政策選択の論点となるこ

とは少なく複合的な選択となるため、適用場

面は限られるとされ、農政では適用の例が日

本では存在しなかったが、例えば食品安全性

のように、単一要素の政策領域が政策上の争

点となった場合には、適用できることが本研

究によって示された。 
 第二に、海外では既に試みられているもの

の日本では初めてとなる「政治的選好関数」

を用いて、米生産者、消費者、納税者の三つ

の利益集団間の政治的ウエイトを数量的に

把握する分析を進めたことである。この分析

により、米政策をめぐる政治力学が昭和３０

年から昭和 45 年までの長期的趨勢として解

明された。 
(2)① 分野別応用のうち、A の「米生産調整」

に関する研究成果は、公共選択学会、アメリ

カ農業経済学会で発表を行うとともに、公共

選択学会誌、日本農業経済学会の学会誌に論

文として掲載された。更に、本年五月には、

経団連シンクタンク２１政策研究所からの

農政提言の一部として公表される。その内容

は、米生産調整の県別配分で働く政治力学を、

各県を利益集団と見立てて、その力関係によ

って配分が決定されるモデルとして定式化

したものである。全国米生産主要 35 県から

の聞き取り調査も踏まえて、その政治過程の

記述的分析と説明変数を数本立てた定量的

分析との組み合わせによって、県別配分の実

態が解明された。このモデル、モチーフは、

G. Becker の利益集団比較均衡化モデルであ

り、利益集団間の力学の下で規制が合理的資

源配分に導かれる、というものである。ただ

し、合理的な面があるとしても、この利益集

団からの力の発現にバイアスがあれば、資源

配分は歪んだものとなる。論文では、このこ

とも示唆されている。 
 
(2)② 分野別応用研究のうち、B の「食品安

全政策」については、研究成果を、フードシ

ステム学会、公共選択学会、日本経済学会、

アメリカ農業経済学会の四学会で発表した

モデルを、更に各学会でのコメントを踏まえ

改良を重ね、本年 8 月の国際農業経済学会で

Contributed Paper として審査受理され、発

表することとなった。この研究成果では、カ

ーネマン・ツベルスキーのプロスペクト理論

と前述の「中位投票者定理」を組み合わせて

消費者、食品産業、官僚、政治家又は政党そ

れぞれの、食品安全政策の対策の強度に関す

る均衡を導出し、それが異なることを理論的

数理的に解明した。このモデルは、実際に食

品危害が発生してしまった場合には、必ずし

も適合性はよくないが、未然に防がれている

にもかかわらずそのリスクに関してやや過

大な恐れが大衆にひめまってしまった場合、

例えば遺伝子組み換え食品、BSE 等の場合に

は、説明力の高いモデルである。 
 
(3) 分野別分析全体を総括した、「旧来の官僚

主導型農政から新しい政治主導型農政への

展望」という大きなテーマについては、三カ

年の研究で、一応のビジョンは得ているもの

の、これを他の研究者との議論を踏まえっつ、

より完成度の高いものとして仕上げていく

過程は、まだ不十分なままである。とはいえ、

その体系化の端緒となる成果は、本研究によ

って十分に得られている。 
 米生産調整に関する研究としては、官僚主

導型から政治主導型に変化することによっ

て、政治選好関数では、得票を気にする政治

家、又は政党が消費者及び米生産者に政治的

ウエイトを置いた選択をしがちとなる。よっ

て、納税者利益集団の政治的ウエイトが低下

し、消費者負担型農政から財政負担型農政へ

の移行が進み易くなることが想定される。望

ましい政策変化としてこの方向が指摘され

ているが、これが過度に進む可能性も示唆さ

れる。 
 食品安全政策に関する研究では、官僚主導

型から政治主導型にシフトすることによっ

て、政治的振幅の幅は大きくなり、科学的根

拠に基づく客観性のある食品安全政策の程

度からの乖離が大きくなる可能性がある。こ

のことの社会全体の効率損失は、小さくはな

いものとなる恐れがあるる 
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